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【表紙】

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年８月７日 

【四半期会計期間】 平成24年度第１四半期（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日） 

【会社名】 三菱重工業株式会社 

【英訳名】 Mitsubishi Heavy Industries, Ltd. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長 大 宮 英 明 

【本店の所在の場所】 東京都港区港南二丁目16番５号 

【電話番号】 （03）6716-3111（大代表） 

【事務連絡者氏名】 法務部グループ長（法務企画グループ） 山 本 博 章 

【最寄りの連絡場所】 上記の［本店の所在の場所］に同じ。 

【電話番号】 上記の［電話番号］に同じ。 

【事務連絡者氏名】 上記の［事務連絡者氏名］に同じ。 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 

株式会社名古屋証券取引所 

（名古屋市中区栄三丁目８番20号） 

証券会員制法人福岡証券取引所 

（福岡市中央区天神二丁目14番２号） 

証券会員制法人札幌証券取引所 

（札幌市中央区南一条西五丁目14番地の１） 
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  （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。  

    ２．売上高には、消費税等は含まれていない。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はない。 

また、当第１四半期連結累計期間での主要な関係会社の異動は次のとおりである。  

（原動機セグメント） 

・菱日エンジニアリング㈱は、当第１四半期連結会計期間において、高菱エンジニアリング㈱及び長菱設計㈱を吸収

合併し、商号をMHIプラントエンジニアリング㈱に変更した。 

（機械・鉄構セグメント） 

・エムイーシーエンジニアリングサービス㈱は、当第１四半期連結会計期間において、広島菱重エンジニアリング㈱

及び㈱リョーセンエンジニアズを吸収合併し、商号を三菱重工マシナリーテクノロジー㈱に変更した。 

・MLP UK Ltd. は、当第１四半期連結会計期間において、清算が結了したため、関係会社ではなくなった。 

（汎用機・特殊車両セグメント） 

・当社は、当第１四半期連結会計期間において、キャタピラージャパン㈱に対し、当社が保有する全ての同社株式を

売却したため、同社は関係会社ではなくなった。 

（その他セグメント） 

・当社は、当第１四半期連結会計期間において、Federal Broach Holdings, LLC の持分を全て取得したため、同社

は新たに当社の連結子会社となった。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次  
平成23年度
第１四半期 
連結累計期間 

平成24年度
第１四半期 

連結累計期間 
平成23年度

会計期間  

自 平成23年
４月１日 

至 平成23年 
６月30日 

自 平成24年
４月１日 

至 平成24年 
６月30日 

自 平成23年
４月１日 

至 平成24年 
 ３月31日 

売上高 (百万円)  613,628 649,183 2,820,932

経常利益 (百万円)  29,673  25,311   86,182

四半期(当期)純利益 (百万円) 9,651 18,891 24,540 

四半期包括利益又は 

包括利益 
(百万円) 11,401 15,984 10,090 

純資産額 (百万円)  1,316,737  1,311,768 1,306,366 

総資産額 (百万円) 3,995,178 3,989,814 3,963,987 

１株当たり四半期 

(当期)純利益金額 
(円) 2.88 5.63 7.31 

潜在株式調整後 

１株当たり四半期 

(当期)純利益金額 

(円) 2.87 5.62 7.30

自己資本比率 (％) 31.71 31.60 31.66 

２【事業の内容】
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当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。  

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。 

  

当第１四半期連結会計期間において、以下のとおり重要な契約の解約があった。  

（注）当該契約に係る事業は、キャタピラージャパン㈱で行っていた。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

契約会社名 
相手方 

内容 契約日付 解約日付 摘要 
名称 国籍 

三菱重工業㈱ 

（当社） 

Caterpillar International  

Investments Coöperatie U.A. 
オランダ

トラクタ、土木機械、

油圧ショベル製品等の

製造、販売等に関する

合弁事業契約 

平成20年 

３月26日 

平成24年 

４月２日 
（注） 

キャタピラージャパン㈱ 日本 
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以下の記載事項のうち、将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものである。  

  

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結累計期間における世界経済は、米国では緩やかな改善の兆しがあるものの、欧州の政府債務危機

問題、中国・インドにおける景気拡大テンポの鈍化などから、全体として減速した状態が続いた。我が国経済は、

依然として厳しい状況にあるものの、復興関連需要などから国内需要が堅調に推移し、緩やかに持ち直した。 

このような状況の下、当社グループは、強力に受注活動を展開し、船舶・海洋セグメントや航空・宇宙セグメント

等で受注を伸ばしたものの、前年同四半期に受注規模が大きかった原動機セグメント、機械・鉄構セグメントが減

少したため、当第１四半期連結累計期間における受注高は、前年同四半期を1,289億円（△20.7％）下回る4,924億

38百万円となった。 

売上高は、船舶・海洋セグメントや原動機セグメント等が増加したことにより、前年同四半期を355億54百万円

（＋5.8％）上回る6,491億83百万円となった。 

利益面では、汎用機・特殊車両セグメント、航空・宇宙セグメントで採算改善が進捗したものの、主に円高が減益

要因となり、営業利益は、前年同四半期を21億52百万円（△5.6％）下回る365億48百万円となった。経常利益は、

前年同四半期を43億61百万円（△14.7％）下回る253億11百万円となった。 

また、投資有価証券売却益を特別利益に68億60百万円計上する一方で、投資有価証券評価損を特別損失に29億５百

万円計上したことなどにより、当四半期純利益は、前年同四半期を92億39百万円（＋95.7％）上回る188億91百万

円となった。 

  

セグメントの業績は、次のとおりである。なお、当第１四半期連結会計期間から、各セグメントの営業損益の算定

方法を変更しており、前年同四半期との比較は変更後の算定方法により組み替えた数値により実施している。 

(ア) 船舶・海洋  

当第１四半期連結累計期間は、新型LNG船の受注等により、受注高は前年同四半期を107億25百万円（＋

86.3％）上回る231億50百万円となった。 

売上高は、フェリー３隻、自動車運搬船２隻、巡視船２隻等合計９隻を引き渡し、前年同四半期を204億56百

万円（＋32.3％）上回る837億３百万円となった。営業損益は、円高の進行等により、前年同四半期から69億

47百万円悪化し、24億22百万円の損失となった。 

(イ) 原動機  

当第１四半期連結累計期間は、前年同四半期に国内電力不足に対応するためのガスタービンの受注が相次いだ

ことや、原子力発電プラントの定期検査工事が減少したことなどにより、受注高は前年同四半期を866億95百

万円（△33.9％）下回る1,691億61百万円となった。 

売上高は、火力発電プラントが増加したことなどにより、前年同四半期を147億81百万円（＋6.9％）上回る

2,283億66百万円となった。営業利益は、売上増加により、前年同四半期を10億85百万円（＋3.1％）上回る

365億31百万円となった。 

(ウ) 機械・鉄構  

当第１四半期連結累計期間は、前年同四半期に受注規模が大きかった製鉄機械が減少したことなどにより、受

注高は前年同四半期を591億93百万円（△41.2％）下回る843億23百万円となった。 

売上高は、製鉄機械、化学プラントが増加したことなどにより、前年同四半期を93億97百万円（＋11.2％）上

回る936億18百万円となった。営業利益は、売上の増加により、前年同四半期を５億51百万円（＋18.7％）上

回る34億96百万円となった。 

(エ) 航空・宇宙  

当第１四半期連結累計期間は、民間機、防衛関係の受注等により、受注高は前年同四半期を63億46百万円（＋

10％）上回る697億54百万円となった。 

売上高は、民間機、宇宙関係が増加したものの、防衛関係が減少したことにより、前年同四半期を132億34百

万円（△12.3％）下回る942億66百万円となった。営業損益は、民間機関係の採算改善が進んだことにより、

前年同四半期から13億72百万円改善し、72百万円の損失となった。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(オ) 汎用機・特殊車両 

当第１四半期連結累計期間は、フォークリフトやターボチャージャの受注が伸長したことなどにより、受注高

は前年同四半期を50億11百万円（＋6.2％）上回る854億85百万円となった。 

売上高は、前年同四半期を62億59百万円（＋7.2％）上回る931億13百万円となった。営業利益は、売上の増加

に加え、機種絞込みなどの採算改善活動の加速により、前年同四半期から27億79百万円改善し、13億76百万円

となった。 

(カ) その他  

当第１四半期連結累計期間の受注高は前年同四半期を169億23百万円（＋22.8％）上回る912億30百万円、売上

高は前年同四半期を206億90百万円（＋31.2％）上回る870億78百万円、営業利益は前年同四半期を１億６百万

円（△4.5％）下回る22億77百万円となった。 

  

(2) 対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、重要な変更はない。 

  

(3) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発費は208億63百万円である。この中には受託研究

等の費用107億９百万円が含まれている。 

当第１四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はない。 

  

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

当第１四半期連結累計期間において、重要な変更はない。 

  

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析  

(ア) 資金需要の主な内容  

当社グループの資金需要は、営業活動については、生産活動に必要な運転資金（材料・外注費及び人件費

等）、受注獲得のための引合費用等の販売費、製品競争力強化・ものづくり力強化に資するための研究開発費

が主な内容である。投資活動については、事業伸長・生産性向上を目的とした設備投資及び事業遂行に関連し

た投資有価証券の取得が主な内容である。 

今後、成長分野に対しては必要な設備投資や研究開発投資等を継続していく予定である。全体的には、将来見

込まれる成長分野での資金需要も見据え、最新の市場環境や受注動向も勘案し、資産の圧縮及び投資案件の選

別を行っていく予定であり、当面の資金需要については減少傾向となる見込みである。 

(イ) 有利子負債の内訳及び使途  

平成24年６月30日現在の有利子負債の内訳は下記のとおりである。 

当社グループは比較的工期の長い工事案件が多く、生産設備も大型機械設備を多く所有していることもあり、

一定水準の安定的な運転資金及び設備資金を確保しておく必要がある。一方で、平成20年の世界金融危機後、

資産圧縮に努め、期限の到来した借入金を返済してきた結果、当第１四半期連結会計期間末の有利子負債の構

成は、償還期限が１年以内のものが4,836億70百万円、償還期限が１年を超えるものが7,140億93百万円とな

り、合計で１兆1,977億64百万円となった。 

これらの有利子負債は事業活動に必要な運転資金、投資資金に使用しており、資金需要が見込まれる原動機、

航空宇宙等の伸長分野を中心に使用していくこととしている。  

    （単位：百万円）

  合計 償還１年以内 償還１年超 

短期借入金  167,034  167,034 － 

コマーシャル・ペーパー  41,000  41,000 － 

長期借入金  669,829  155,736  514,093

社債  319,900  119,900  200,000

合計  1,197,764  483,670  714,093
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

（注）「１ 株式等の状況」における「普通株式」は、上表に記載の内容の株式をいう。 

  

該当事項なし。  

  

該当事項なし。 

  

該当事項なし。 

  

  

  

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  6,000,000,000

計  6,000,000,000

種類 
第１四半期会計期間
末現在発行数（株） 
（平成24年６月30日） 

提出日現在
発行数（株） 

（平成24年８月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式       3,373,647,813       3,373,647,813

東京、大阪、名古屋、 

福岡、札幌各証券取引所 

（東京、大阪、名古屋は

市場第一部） 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は1,000株であ

る。（注） 

計  3,373,647,813  3,373,647,813 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 
（千株） 

資本金増減額
  

（千円） 

資本金残高
  

（千円） 

資本準備金 
増減額 

（千円） 

資本準備金
残高 

（千円） 

平成24年４月１日～ 

平成24年６月30日 
―  3,373,647 ―  265,608,781 ―  203,536,197

（６）【大株主の状況】
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①【発行済株式】 

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、㈱証券保管振替機構名義の株式が16,000株（議決権16

個）含まれている。 

２．株主名簿上当社が発行済株式総数の４分の１を超えて所有している会社名義となっているが実質的には当

該会社が所有していない株式が3,141株あり、「完全議決権株式（その他）」欄に3,000株（議決権３個）

及び「単元未満株式」欄に141株を含めて記載している。 

３．「単元未満株式」欄には以下の自己株式及び相互保有株式が含まれている。 

４．当第１四半期会計期間末日現在の株主名簿の状況を完全に把握できないことから、上記「発行済株式」

は、直前の基準日（平成24年３月31日）の株主名簿の記載内容に基づいて記載している。 

（７）【議決権の状況】

  平成24年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式）

普通株式  18,449,000
― ― 

（相互保有株式）

普通株式  262,000
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式  3,346,163,000  3,346,163 ― 

単元未満株式 普通株式  8,773,813 ― ― 

発行済株式総数  3,373,647,813 ― ― 

総株主の議決権 ―  3,346,163 ― 

当社所有 株 358

日本建設工業㈱ 株 765

㈱東北機械製作所 株 500
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②【自己株式等】 

（注）１．株主名簿上当社が発行済株式総数の４分の１を超えて所有している会社名義となっているが実質的には当

該会社が所有していない株式が3,141株あり、上記①の「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」

欄に3,000株（議決権３個）及び「単元未満株式」欄に141株を含めて記載している。 

２．当第１四半期会計期間末日現在の株主名簿の状況を完全に把握できないことから、上記「自己株式等」

は、直前の基準日（平成24年３月31日）の株主名簿の記載内容に基づいて記載している。 

  

該当事項なし。  

  平成24年６月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
（株） 

他人名義
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式
総数に対す 
る所有株式 
数の割合
（％） 

（自己保有株式）           

 三菱重工業㈱ 東京都港区港南二丁目16番５号  18,449,000  0  18,449,000  0.55

            

（相互保有株式）           

 日本建設工業㈱ 東京都中央区月島四丁目12番５号  72,000  0  72,000  0.00

 ㈱東北機械製作所 秋田市茨島一丁目２番３号  2,000  0  2,000  0.00

 ㈱菱友システムズ 東京都港区高輪二丁目19番13号  40,000  0  40,000  0.00

 ㈱寺田鐡工所 広島県福山市新浜町二丁目４番16号  20,000  0  20,000  0.00

 長菱ハイテック㈱ 長崎県諫早市貝津町2165番地  3,000  0  3,000  0.00

 神戸発動機㈱ 兵庫県明石市二見町南二見１番地  125,000  0  125,000  0.00

計 ―  18,711,000  0  18,711,000  0.55

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成している。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平

成24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 262,287 440,974

受取手形及び売掛金 968,064 800,671

有価証券 1 2

商品及び製品 155,990 159,033

仕掛品 773,782 791,119

原材料及び貯蔵品 123,670 126,909

繰延税金資産 180,747 178,656

その他 180,826 229,021

貸倒引当金 △6,368 △6,622

流動資産合計 2,639,003 2,719,766

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 342,243 343,377

機械装置及び運搬具（純額） 234,037 230,524

工具、器具及び備品（純額） 38,051 38,829

土地 137,337 137,925

リース資産（純額） 5,356 5,040

建設仮勘定 40,557 47,490

有形固定資産合計 797,584 803,187

無形固定資産 25,313 26,008

投資その他の資産   

投資有価証券 309,054 257,600

長期貸付金 5,478 5,747

繰延税金資産 11,180 11,702

その他 185,708 176,293

貸倒引当金 △9,335 △10,492

投資その他の資産合計 502,086 440,852

固定資産合計 1,324,984 1,270,048

資産合計 3,963,987 3,989,814
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 651,101 649,425

短期借入金 152,344 167,034

1年内返済予定の長期借入金 131,713 155,736

コマーシャル・ペーパー － 41,000

1年内償還予定の社債 69,900 119,900

製品保証引当金 20,812 21,295

受注工事損失引当金 77,565 68,662

係争関連損失引当金 3,936 3,378

前受金 399,288 410,760

その他 208,034 193,551

流動負債合計 1,714,695 1,830,743

固定負債   

社債 250,000 200,000

長期借入金 553,189 514,093

繰延税金負債 17,832 10,732

退職給付引当金 47,002 47,863

PCB廃棄物処理費用引当金 11,604 11,804

その他 63,296 62,808

固定負債合計 942,925 847,302

負債合計 2,657,621 2,678,046

純資産の部   

株主資本   

資本金 265,608 265,608

資本剰余金 203,942 203,945

利益剰余金 822,473 831,298

自己株式 △5,418 △5,413

株主資本合計 1,286,606 1,295,439

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 22,082 9,335

繰延ヘッジ損益 12 556

為替換算調整勘定 △53,611 △44,675

その他の包括利益累計額合計 △31,517 △34,783

新株予約権 1,868 1,858

少数株主持分 49,409 49,253

純資産合計 1,306,366 1,311,768

負債純資産合計 3,963,987 3,989,814
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年６月30日) 

売上高 613,628 649,183

売上原価 496,489 529,202

売上総利益 117,139 119,980

販売費及び一般管理費   

貸倒引当金繰入額 － 1,301

役員報酬及び給料手当 30,852 32,386

研究開発費 8,995 10,154

引合費用 7,189 7,907

その他 31,399 31,682

販売費及び一般管理費合計 78,438 83,431

営業利益 38,701 36,548

営業外収益   

受取利息 832 800

受取配当金 1,635 1,521

持分法による投資利益 133 －

その他 2,070 1,312

営業外収益合計 4,672 3,633

営業外費用   

支払利息 5,315 4,509

持分法による投資損失 － 652

為替差損 4,548 8,462

固定資産除却損 651 785

その他 3,185 461

営業外費用合計 13,700 14,871

経常利益 29,673 25,311

特別利益   

投資有価証券売却益 － 6,860

特別利益合計 － 6,860

特別損失   

投資有価証券評価損 2,183 2,905

特別損失合計 2,183 2,905

税金等調整前四半期純利益 27,490 29,266

法人税等 18,195 10,259

少数株主損益調整前四半期純利益 9,295 19,006

少数株主利益又は少数株主損失（△） △356 115

四半期純利益 9,651 18,891
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 9,295 19,006

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △3,956 △11,202

繰延ヘッジ損益 12 355

為替換算調整勘定 5,998 10,141

持分法適用会社に対する持分相当額 52 △2,315

その他の包括利益合計 2,106 △3,021

四半期包括利益 11,401 15,984

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 11,640 15,624

少数株主に係る四半期包括利益 △238 360

2012/08/08 14:52:5312843702_第１四半期報告書_20120808145032

- 13 -



  

   

  

   

  

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第１四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

持分法適用の範囲の重要な変更 

 当第１四半期連結会計期間から、株式の売却により、キャタピラージャパン㈱を持分法適用の範囲から除外してい

る。 

【会計方針の変更等】

当第１四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

（会計方針の変更） 

 為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等（見込生産品に対して包括予約を締結している場合を除く）につ

いて、振当処理を採用していたが、新しい事業運営体制への移行に伴い為替予約の管理方針を見直したため、

「2012事業計画」が実行される当第１四半期連結会計期間から原則的な処理方法に変更している。 

なお、この変更による影響額は軽微である。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

税金費用の計算 税金費用の計算について、当社は当第１四半期連結累計期間における税引前

四半期純利益に重要な永久差異を加減算し法定実効税率を乗じて計算し、連

結子会社は主として当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前

当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前

四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。 
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  偶発債務 

連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等に対する保証債務は、次のとおりである。 

  

  

  

    当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期連 

    結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次の 

    とおりである。  

  

  

   

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

 配当金支払額 

  

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日） 

 配当金支払額 

  

  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成24年６月30日） 

社員（住宅資金等借入） 百万円 33,816 社員（住宅資金等借入） 百万円 33,295

L&T-MHI Turbine Generators 

Private Ltd. 
      7,058 L&T-MHI Turbine Generators 

Private Ltd. 
 6,916

その他  21,159 その他        20,133

計  62,034 計  60,345

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
  至 平成23年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日 
  至 平成24年６月30日）

減価償却費 28,424百万円 26,983百万円 

のれんの償却額 704 156 

（株主資本等関係）

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  6,710  2 平成23年３月31日 平成23年６月24日 利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月21日 

定時株主総会 
普通株式  10,065  3 平成24年３月31日 平成24年６月22日 利益剰余金 
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 Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

  １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントである冷熱事業（住宅用・業務用・車両用

エアコン等各種空調機器、冷凍機等の設計、製造、販売、サービス及び据付）及び工作機械事業（動力伝導装

置、工作機械等の設計、製造、販売、サービス及び据付）、不動産の売買、印刷、情報サービス、リース等を

含んでいる。 

２．セグメント利益又は損失の調整額は、各セグメントに配分していない全社費用△3,751百万円である。全社費

  用は、全社基盤的な研究開発費や本社管理部門の費用の一部である。 

３．セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

  

 Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日） 

  １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントである冷熱事業（住宅用・業務用・車両用

エアコン等各種空調機器、冷凍機等の設計、製造、販売、サービス及び据付）及び工作機械事業（動力伝導装

置、工作機械等の設計、製造、販売、サービス及び据付）、不動産の売買、印刷、情報サービス、リース等を

含んでいる。 

２．セグメント利益又は損失の調整額は、各セグメントに配分していない全社費用△4,637百万円である。全社費

  用は、全社基盤的な研究開発費や本社管理部門の費用の一部である。 

３．セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。  

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  報告セグメント

その他
(注)１ 

合計 
  

調整額 
(注)２ 

四半期
連結損益
計算書 
計上額 
(注)３

  
船舶・ 
海洋 

原動機 
機械・ 
鉄構 

航空・
宇宙 

汎用機・
特殊車両

計

売上高                  

 外部顧客への 
 売上高 

 62,984  209,534  83,489 107,365 86,665 550,039 63,589  613,628 － 613,628

 セグメント間 

 の内部売上高 

 又は振替高 
 262  4,050  731 135 188 5,367 2,798  8,166 △8,166 －

計  63,247  213,584  84,221 107,500 86,853 555,406 66,388  621,795 △8,166 613,628

セグメント利益 

又は損失（△） 
 4,525  35,446  2,945 △1,445 △1,402 40,068 2,384  42,452 △3,751 38,701

  報告セグメント

その他
(注)１ 

合計 
  

調整額 
(注)２ 

四半期
連結損益
計算書 
計上額 
(注)３

  
船舶・ 
海洋 

原動機 
機械・ 
鉄構 

航空・
宇宙 

汎用機・
特殊車両

計

売上高                  

 外部顧客への 

 売上高 
 83,397  223,724  92,123 94,158 92,858 586,262 62,920  649,183 － 649,183

 セグメント間 

 の内部売上高 

 又は振替高 
 305  4,641  1,494 108 254 6,804 24,157  30,962 △30,962 －

計  83,703  228,366  93,618 94,266 93,113 593,067 87,078  680,146 △30,962 649,183

セグメント利益 

又は損失（△） 
 △2,422  36,531  3,496 △72 1,376 38,909 2,277  41,186 △4,637 36,548
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  ２．報告セグメントの変更等に関する事項 

    新しい事業運営体制への移行に伴い、これまで各セグメントに全て配分していた全社基盤的な研究開発費や本社

    管理部門の費用の一部を、当第１四半期連結会計期間から各セグメントに配分せず調整額に含めることとした。

    この結果、従来の方法に比較して、当第１四半期連結累計期間の各セグメントの利益又は損失は、調整額で   

    4,637百万円減少し、船舶・海洋で878百万円、原動機で1,788百万円、機械・鉄構で231百万円、航空・宇宙 

    で923百万円、汎用機・特殊車両で497百万円、その他で318百万円それぞれ増加している。  

    なお、前第１四半期連結累計期間の報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報のうち、

    各セグメントの利益又は損失は、変更後の算定方法により組み替えて表示している。  

  

  

  

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりである。 

   

（１株当たり情報）

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

(1）１株当たり四半期純利益金額 ２円 銭 88     ５円 銭 63

（算定上の基礎）     

四半期純利益（百万円）  9,651  18,891

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  9,651  18,891

普通株式の期中平均株式数（千株）  3,355,099  3,355,104

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ２円 銭 87     ５円 銭 62

（算定上の基礎）     

普通株式増加数（千株）  2,361  3,721

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

             ―             ― 
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該当事項なし。  

２【その他】
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該当事項なし。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

  

   

   

平成２４年８月２日

三 菱 重 工 業 株 式 会 社 

取締役社長  大 宮 英 明 殿 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 上  田  雅  之  ㊞ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 石  井  一  郎  ㊞ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 森  田  祥  且  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられて

いる三菱重工業株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の第１四

半期連結会計期間（平成２４年４月１日から平成２４年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間

（平成２４年４月１日から平成２４年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期

連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠

して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我

が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比

べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三菱重工業株式会社及び連結子会

社の平成２４年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成

績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 

  
（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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